


































とある。公文書が、 「国民共有の知的資源」であり、 重要なことは、 「国民が主体的に利用し得るもの」であり、 「行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り」 （これが公文書の統一的管理） 、 「行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人 の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務」としている。　
今日、問題は、 「歴史」が問題となっているのではなく、 「現在」が
問題となっている。 「現用」の 文書管理であり、その運営主体である行政機関が問題なのである。その意味で公文書管理を「歴史公文書等」と「将来の国民」に限定す のは、根本的 誤りであり、真の問題点をミスリードしかねない（してきた…
（２）
） 。何よりも、 現在の「行



























































て公文書管理の厳密化を行い、同時に公益通報制度の実効化を図る。そし 、政府ＣＲＯの指揮下に、権限 付したアーキビストを各府省に派遣。公文書管理の適正化を支援する仕組みを検討すると 、このため 、国立 館の体制を強化し、専門知識を集積させて、アーキビストを養成するとともに、その資格化を推進するとしている。また、不正防止に関する処分基準を人事院の懲戒処分指針に明記することを求めた。　
また、 「②」の電子化については、体系的・効率的な文書管理とし
























































具体的な業務内容であるが、①行政文書ファイル管理簿管理による行政文書ファイルの監視（ファイル名のチェック、ライフサイクル 確認、延長の有無 ついての確認） 、②行政文書ファイル 保管状況監査（各府省の執務室キャビネット、書庫、中間書庫等における況調 ） 、③特定秘密行政文書ファイルの管理状況監 、現状では、この三点程度であろう。本格的に行政文書 統一的管理 き のであれば、④保存期限満了の行政文書ファイル 国立公文書館への移管および廃棄 決定、⑤保存期限延長の承認、所在 確認 ⑥監査 実施、が加わることとなる。また、電子 化を必須 す のであればアクセス権を確保し、文書作成の有無についても監査対象 す ことができよう。その際、公文書管理は 行政 一環であり、管理ととも
に評価の対象でもある。その意味で、電子文書化を促進させ、また、情報公開法、個人情報公開法等 情報法制整備の中心であった総務省行政管理局と、行政評価局を中核に据えるべきである。特に、近畿財務局のような地方部局も公文書管理の対象であり、組織的にも、現状の内閣府公文書管理課では対応できない。この点について、与党ワーキング案は自覚的であり、調整官庁 内閣府には限界があり、監査権限を付与して総務省行政管理局・行政評価局から、情報法制を中核とする監査機能を持った独立組織（記録管理局）を作るのが合理的ではないだろうか。特に、特定秘密保護法の関係が り、また 日本の情報関係機関との連動もあり、内閣府からも独立した機関化が必要であると考える。　
そして、第三に問題となるのは、対象となる公文書（行政文書）の

















②立場の問題、③公文書管理法とガイドラインのどちらに問題があるのか、④公文書作成・保存と移管、⑤アーカイブズ 設置が促進されない理由 ⑥ 管理委員会、⑦国立公文書館および国立公文書館等、⑧公文書管理組織の問題等である。　
このうち、①の論点では、米国国立公文書館・記録管理庁（ＮＡＲ




































































理課の回答は「端的に申し上げます 、 大規模な災害と うことです」「更に踏み込んで申し上げますと、国民の多くが不安に思うような状況を指していると観念していただければと存じます。 」 「更に申し上げ
























































































































 ○国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく政府全体として対応し、その教訓が将来に生かされるようなもののうち、国民の生命、身体 財産に大規模かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態（以下「歴史的緊急事態」という。 ）に政府全体として対応する会議その他の会合（第三及び第八の留意事項において「会議等」という。 ） ついては、将来の教訓 して極めて重要であり、以下の おり、会議等の性格に応じて記録を作成するものとする。
　　



































































































































内容は、曖昧であり、行政として「重要」なものを「歴史」 読み替えて保存・移管対象 しつつも、基準とし 「国民 関心」をあげていた。これで メディアに取り上げられたことだけを残 のが 歴史」という とになってしまうのではないだろうか。　
これに対して、類型化を認めたうえで、 「歴史的な研究をする者は、





















会では、 「ブレークダウン」 の言葉が多用され（故障し ・失敗したという意味ではない） 、基準の細分類化 なされている。　
この改正案で 「重要な政策」 という点についても問題となっている。










































第五八回公文書管理委員会で、 「歴史公文書等に該当し ものであっても、行政が適正かつ効率的に運営され、国民に説明する責務が全うされるよう、意思決定過程や事務及び事業の実績の合理的な跡付けや検証に必要となる行政文書に いては 原則とし 一年以上の保存期間を定めるもの す 」 、 「第四整理 「三保存期間」 （５ して書き加えられた。しかし、 公 管理に関する不祥事が続発するなか、公文 管理委員会の議論は、 再発防止どころか移管問題に限定した 「歴史公文書」についての基準細分化が中心となってい 。　







































































関係では、同法第六条（部分開示）と第七条（公益裁量開示） 規定を適用するか（Ａ案） 、あるいは、同法 適用除外 するか（Ｂ案）であったが、結局 後者のＢ案が適用された。　
しかし、閣議議事録等作成・公開制度検討チーム第三回会議（平成








理法施行五年後の見直しについて（各論） 」において、 「時の経過」論が改めて議題となっている。実態として、国立公文書館への移管率は低く、また、重要な行政文書の多くが、期間の「延長」によって現局で保管されている現状で、不服審査分科会での議論があり、情報公開法との関連で 「時の経過」につ て判断 必要となったのである。　
その際、公文書管理課は、情報公開法制定に際し、 「情報公開法と
















　「歴史公文書」とは、公文書管理法第二条第六項で「歴史資料として重要な公文書その他の文書をいう」とされている。同時に、 「歴史公文書」との造語は、 「現用記録」のなかで、 「重要」な文書を抽出し、そのなかで「歴史的」価値のあるものを保存する、という流れを意味している。　しかし、実際、行政組織において文書・記録の重要度は、その機密











入されたが、日本官僚制は、宮内庁における有職故実の例をひくまでもなく、前例踏襲主義に代表される増分主義的決定を行うことが多い。結果、行政文書・法人文書は、 「時の経過」によって「非現用」とならない場合も多い。むしろ、 「現用」 「非現用」という区別を用いて管轄権を二分化するのではなく、この区別を「重要 」 （ 「重要行政文書」 「重要法人文書」 ）という概念で統一し、文書の作成から保存・公開までを一貫的にとらえる必要がある。　
それが、札幌市公文書管理審議会で提示された「重要公文書」 い


















































































































































公文書」を擁する国立公文書館が必要である。そして、そのような組織化が全国化すれば、 大学などで とされない文系・歴史学研究者である大学院生の就職口も増えると考えているかもしれない。また、 「歴史」の重要性は明らかであり、 「歴史」的価値と うものを普遍化することも可能と考えている…か しれない。しかし、公文書管理委員会は 的価値 明示できず、単に解釈 おいて屋上屋を重ねただけに終わっている。そし 、なによりも 今日の公文書管理をめぐる状況に対応でき ないのであ 。　
公文書管理委員会は、 国立公文書館の「唯一性」 「絶対性」を確立し、









































































































































































































































































とされる者は、公文書管理における作成経験を有しておらず、また、実態 しての行政機関の保 状況も実質的に把握していない。単に、行政文書ファイル管理簿のファイル名から「評価・選別」を行ってきたに過ぎない。その意味で 真に対応可能な人材とは思えない。
（
14）










































































































































































































































































































































































































要点は、森友・加計問題に対応した一年未満廃棄文書の明確化にあった。筆者 本改正の公文書管理に関する独立行政法人等連絡会議 （平成三〇年二月七日）に参加した。問題に思っ のは、留意事項「○

職員が自己の執務の便宜のために保有している写 （正本・原本は別途管理）は行政文書に 当たらないが、このような個人的な執務の参考資料は必要最小限 ものとすべきである。また、職員が起案の下書きをしている段階のメモも、一般的には行政文書には当たらないが、
― 26―
小池聖一　　公文書管理法修正試案再考






















































 反面、行政機関の執務に「歴史」が存在しないがゆえに、 「歴史」感覚を有するレコードマネージャー・アーキビストの導入が必要だ、との意見もあるだろう。 かし、文書の作成過程を把握せず、現実意識を有さず、また、前述のように「歴史」に対して定義もできない 状では、本質的に困難なのではないだろうか。残念なことではあるが。
（
69）








































 地方にある国の行政組織に対する監査業務もあり、 総務省行政管理局・行政評価局の人員が必要であり、電子文書化という観点でも、総務省が中心である。実効ある記録管理官の養成には、国立公文書館の公文書管理研修 は全く対応できない。将来的には、本教育システムを簡素化した内容について、国立公文書館における公文書管理研修に応用する。また、教育システムが確 すれば、資格・教育システム化することもありうる。しかし、なによりも、実効性を有す 記録管理官の養成が必須である。
（
75）
 本来、アーキビストは、国家のイン リジェンスに関与する存在である。その意味で、現状の国立公文書館及び大学等での研修・育成システムでは内容的に全く対応できない。それ以上 、国立公文書館職員が内閣府に出向し 各省庁に配置されてレコードマネージャーとなっても、当該行政組織について根本的な知識を持っておらず 機能するとは全く考えられない。むしろ、無意味 レコードマネージャ の存在による反動として批難が公文書館全体に及ぶことの方が危惧される。
（
76）
 記録管理局と国立公文書館については、前者を上位機関とする。両者を一体運用するためには、国立公文書館が国家機関になる必要である。また、国立公文書館専門官の任用は、国立 会図書館を参考に、能力試験 実施すべきであろう。
（
77）
















































現行 現行 修正案 理由
全体 歴史公文書 重要公文書 「歴史的」であることと、保存す
べき文書の価値については、同一
でないため。























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































The revised tentative plan of the Public Records Management Act.
KOIKESeiichi
Abstract
　　Themosteffectiveandefficientformofadministrativedocumentmanagementforthe
operationoftheadministrationiscurrentlyunclear.Inthecurrentstudy,thereformplansof
therulingpartyandtheoppositionpartybillwereanalyzed.Inadditionthediscussionofthe
officialdocumentmanagementcommitteewasanalyzed,andthefundamentalproblemswere
clarified.Finally,areviseddraftwasproduced.
